様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2021年　　10月　　5日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃあくてぃおほおるでぃんぐす
                一般事業主の氏名又は名称 株式会社アクティオホールディングス
（ふりがな）こぬま みつお
                         法人の場合）代表者の氏名  　小沼 光男         印
住所　〒103-0027
東京都中央区日本橋3-12-2 朝日ビルヂング7階
法人番号　　　　　　2010001089435　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	アクティオホールディングス ホームページ
「DX（デジタルトランスフォーメーション）アクティオグループの取り組み」

	公表日
	2021年6月21日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.akhlds.co.jp/topic/210621.html
経営ビジョン：ゆるぎない理念「創造と革新」のもと、アクティオDXが新しい価値を創出します
ビジネスモデル：レンサルティング®を進化させるDXで幅広い社会課題解決に貢献します

	記載内容抜粋
	企業理念「創造と革新」を掲げ、デジタル化においても、お客様と社会に貢献
レンサルティング®(コンサルティング型のレンタルビジネス)を安全安心・災害復旧・少子高齢化・環境負荷・SDGs・i-Constructionなどの社会課題を切り口に革新。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	本記載内容は、取締役会によって承認された方針によって記載されています。
＊同ページにグループ社長のトップメッセージも記載しています。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	アクティオホールディングス ホームページ
「DX（デジタルトランスフォーメーション）アクティオグループの取り組み」

	公表日
	2021年6月21日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.akhlds.co.jp/topic/210621.html
戦略：建機レンタルを軸としたエコシステムでDXを推進します

	記載内容抜粋
	建設会社をはじめとしたカスタマーの皆様や建設機械メーカーをはじめとしたサプライヤーの皆様とともに建機レンタルを軸としたエコシステムを構築することがDX推進戦略

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	本記載内容は、取締役会によって承認された方針によって記載されています。
＊同ページにグループ社長のトップメッセージも記載しています。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	アクティオホールディングス ホームページ
「DX（デジタルトランスフォーメーション）アクティオグループの取り組み」
https://www.akhlds.co.jp/topic/210621.html
体制・組織：経営、実務担当、DX専任者が一体となりプロジェクトチームを結成、DXを推進します

	記載内容抜粋
	アクティオグループ全体のDXを推進する専門組織として、「DXグループ」を設置、専任担当を配置。
個々のDXプロジェクト推進にあたっては、弊社経営・実務担当・DX専任者・IT部門に加え、お客様やパートナー会社様が一体となる体制・組織で、DXを推進。
プロジェクトでは、DX人材育成を念頭に、次期経営者候補を積極的に参画させ、DX推進のリーダーシップを発揮させている。また、DXグループでは、戦略立案やチェンジマネジメントを実行するなど、当社のビジネスプロセスやビジネスモデルを変革する人材の育成を実行。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	アクティオホールディングス ホームページ
「DX（デジタルトランスフォーメーション）アクティオグループの取り組み」https://www.akhlds.co.jp/topic/210621.html
デジタル技術活用環境整備：最新のデジタル技術を活用することでスピーディーで柔軟な運営を行います

	記載内容抜粋
	デジタル技術の基盤として、IaaSやSaaS等のパブリッククラウドとノンコーディングプラットフォームを活用し、よりスピーディーにDX化を実現し、柔軟に拡張・変更できるアーキテクチャを採用。
すでに過去のシステム（レガシーシステム）の刷新は完了しており、マスター統合等のデータ基盤整備も完了し、人材や予算はクラウドにシフトしている。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	アクティオホールディングス ホームページ
「DX（デジタルトランスフォーメーション）アクティオグループの取り組み」

	公表日
	2021年6月21日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.akhlds.co.jp/topic/210621.html
成果指標：プロジェクトごとの的確なKPI管理でお客様や社会への貢献度を可視化します

	記載内容抜粋
	社内外の業務変革により業務プロセスが切り替わった割合から実際の業務変革のインパクトを測定するなど、カスタマーやサプライヤー、社内、社会への貢献度の視点でKPIを設定することでプロジェクトの意義と達成度をより明確に。
KPIは可視化され、状況によってアジャイル型（俊敏な運営）で改善を検討します。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2021年6月21日

	発信方法
	アクティオホールディングス ホームページ
「DX（デジタルトランスフォーメーション）
アクティオグループの取り組み」
https://www.akhlds.co.jp/topic/210621.html
トップメッセージ

	発信内容
	以下の内容を代表取締役社長自らの言葉で発信しています。
・建機レンタルのノウハウと膨大な利用データに最新のデジタルテクノロジーを融合させ、お客様やパートナー企業と一体となってDXを推進していく
・DXを経営から現場まで一体となって取り組む経営課題として捉え、デジタル変革をグループスローガンにも掲げている
・(推進状況として)Web上で建機レンタルの注文ができる仕組みである「アクティオ建機レンタルWeb注文サービス」や無人化施工のシステム環境の構築など、カスタマーやサプライヤーの皆様と一体となった具体的な取り組みの成果が現れてきている
・アクティオグループ独自の「レンサルティング®」を進化・深化させ、DXによる価値創造を通じて社会課題の解決を目指す



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年4月～2021年6月


	実施内容
	以前よりCIOが課題把握していましたが、上記時期にCIO自らIPAの自己診断を実施し、改めて情報処理システムの課題について整理しました



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2020年10月


	実施内容
	最新の攻撃手法・ツールを使った攻撃への備えについては、毎年、第三者によるペネトレーションテストを実施し確認しています。
内部統制の観点での備えについては、毎年、内部監査にて確認しています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

